
【様式第１号】

貸借対照表
（平成31年 3月31日現在）

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 30,233,947 固定負債 11,089,665 

有形固定資産 24,141,911 地方債 9,373,042 
事業用資産 15,083,422 長期未払金 - 

土地 5,758,455 退職手当引当金 1,716,623 
立木竹 21,752 損失補償等引当金 - 
建物 21,894,208 その他 - 
建物減価償却累計額 △ 13,289,141 流動負債 946,661 
工作物 957,789 １年内償還予定地方債 781,056 
工作物減価償却累計額 △ 296,455 未払金 182 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 18,633 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 99,802 
航空機 - 預り金 46,989 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 12,036,327 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 36,814 固定資産等形成分 32,637,589 

インフラ資産 8,877,708 余剰分（不足分） △ 11,553,942 
土地 832,769 
建物 79,768 
建物減価償却累計額 △ 58,325 
工作物 22,690,186 
工作物減価償却累計額 △ 14,697,333 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 30,643 

物品 631,267 
物品減価償却累計額 △ 450,486 

無形固定資産 9,331 
ソフトウェア 9,331 
その他 - 

投資その他の資産 6,082,705 
投資及び出資金 1,748,996 

有価証券 5,060 
出資金 1,743,936 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 34,266 
長期貸付金 76,313 
基金 4,231,857 

減債基金 - 
その他 4,231,857 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 8,726 

流動資産 2,886,027 
現金預金 462,861 
未収金 19,590 
短期貸付金 19,073 
基金 2,384,568 

財政調整基金 2,244,440 
減債基金 140,128 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 66 21,083,647 

33,119,974 33,119,974 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計
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【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

会計：一般会計等 （単位：千円）

金額

経常費用 8,907,132 

業務費用 4,642,157 

人件費 1,435,517 

職員給与費 1,245,364 

賞与等引当金繰入額 99,802 

退職手当引当金繰入額 - 

その他 90,350 

物件費等 3,070,213 

物件費 1,875,697 

維持補修費 222,186 

減価償却費 970,501 

その他 1,829 

その他の業務費用 136,427 

支払利息 88,463 

徴収不能引当金繰入額 8,726 

その他 39,238 

移転費用 4,264,975 

補助金等 2,369,589 

社会保障給付 976,932 

他会計への繰出金 914,626 

その他 3,828 

経常収益 501,463 

使用料及び手数料 182,968 

その他 318,495 

純経常行政コスト 8,405,669 

臨時損失 55,017 

災害復旧事業費 51,522 

資産除売却損 3,495 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 2,660 

資産売却益 2,660 

その他 - 

純行政コスト 8,458,027 

科目
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【様式第３号】

純資産変動計算書
自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 21,022,074 32,844,527 △ 11,822,453 

純行政コスト（△） △ 8,458,027 △ 8,458,027 

財源 8,519,600 8,519,600 

税収等 6,872,441 6,872,441 

国県等補助金 1,647,159 1,647,159 

本年度差額 61,573 61,573 

固定資産等の変動（内部変動） △ 206,938 206,938 

有形固定資産等の増加 184,068 △ 184,068 

有形固定資産等の減少 △ 970,501 970,501 

貸付金・基金等の増加 1,555,225 △ 1,555,225 

貸付金・基金等の減少 △ 975,730 975,730 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 - - 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 61,573 △ 206,938 268,511 

本年度末純資産残高 21,083,647 32,637,589 △ 11,553,942 

科目 合計
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【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

会計：一般会計等 （単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 7,917,339 

業務費用支出 3,652,363 
人件費支出 1,429,957 
物件費等支出 2,111,860 
支払利息支出 88,463 
その他の支出 22,084 

移転費用支出 4,264,975 
補助金等支出 2,369,589 
社会保障給付支出 976,932 
他会計への繰出支出 914,626 
その他の支出 3,828 

業務収入 8,715,805 
税収等収入 6,869,461 
国県等補助金収入 1,528,001 
使用料及び手数料収入 182,877 
その他の収入 135,466 

臨時支出 51,522 
災害復旧事業費支出 51,522 
その他の支出 - 

臨時収入 20,076 
業務活動収支 767,020 
【投資活動収支】

投資活動支出 1,705,569 
公共施設等整備費支出 184,068 
基金積立金支出 1,427,501 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 94,000 
その他の支出 - 

投資活動収入 1,029,131 
国県等補助金収入 99,082 
基金取崩収入 814,318 
貸付金元金回収収入 113,072 
資産売却収入 2,660 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 676,438 
【財務活動収支】

財務活動支出 754,446 
地方債償還支出 754,446 
その他の支出 - 

財務活動収入 673,762 
地方債発行収入 673,762 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 80,684 
本年度資金収支額 9,898 
前年度末資金残高 405,975 
本年度末資金残高 415,873 

前年度末歳計外現金残高 50,042 
本年度歳計外現金増減額 △ 3,053 
本年度末歳計外現金残高 46,989 
本年度末現金預金残高 462,861 

科目
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1　重要な会計方針
(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア.昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ.昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②　無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券
　なし

②満期保有目的以外の有価証券
　なし

③出資金
　ア.市場価格のあるもの
　なし

　イ.市場価格のないもの ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額
　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資金の価値
　　が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしています。
　　なお、実質価額の低下割合が30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該
　　当するものとしています。
　　　また、公益法人への出資金については、公益法人の貸借対照表上に資本金の記載が
　　ないため、附属明細書の③投資及び出資金の明細において実質価額の算出は行わない
　　こととします。

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・定額法
　なお、主な耐用年数は以下の通りです。
　　　建物　　　10年　～　50年
　　　工作物　　 3年　～　60年
　　　物品　　　 3年　～　50年

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・定額法
　ソフトウェアについては、見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。

注記

佐賀県西松浦郡有田町



(4)　引当金の計上基準及び算定方法
①投資損失引当金
  　なし

②徴収不能引当金
　　未収金については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい
　ます。長期延滞債権については、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を
　計上しています。

③退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当と
　して支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち有田町
　へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

④損失補償等引当金
　　なし

⑤賞与等引当金
　　翌年度の6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の
　見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(5)　リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
　ア.所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース
　　 料総額が300万円以下のファイナンス・リースを除きます。）
　　 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ.ア以外のファイナンス・リース取引
　　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引
  なし

(6)　資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受け払い
を含んでいます。

(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得原価又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に
　資産とし計上しています。
　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準
　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が50万円未満であるときに、修繕費
　として処理しています。
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2　重要な会計方針の変更等
(1)　会計方針の変更

なし

(2)　表示方法の変更
なし

(3)　資金収支計算書における資金の範囲の変更
なし

3　重要な後発事象
(1)　主要な業務の改廃

なし

(2)　組織・機構の大幅な変更
なし

(3)　地方財政制度の大幅な改正
なし

(4)　重大な災害等の発生
なし

4　偶発債務
(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

なし

(2)　係争中の訴訟等
なし
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5　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）
(1)　対象範囲

一般会計

(2)　一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異
一般会計等の対象範囲と普通会計の対象範囲に差異はありません。

(3)　出納整理期間について
地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理
期間における現金の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

(4)　表示金額単位
表示単位未満の金額は四捨五入することとしていますが、四捨五入により合計金額に齟齬が
生じる場合があります。

(5)　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
　実質赤字比率比率　 ―	％
　連結実質赤字比率　 ―	％
　実質公債費比率　　8.2	％
　将来負担比率　　 12.4	％

(6)　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
なし

(7)　繰越事業に係る将来の支出予定額
一般会計　　繰越明許費　683,445千円

(8)　過年度修正等に関する事項
なし

6　追加情報（貸借対照表に係るもの）
(1)　基準変更による影響額等

ア.財務書類の対象となる会計の変更
　 なし
イ.有形固定資産の評価基準の変更等による主な影響額
   なし

(2)　売却可能資産
ア.範囲
　 令和元年度予算において財産収入として措置されている公共資産
イ.内訳
　 事業用資産　　　　4,000千円　(　4,000千円　)
　　 　　土地　　　　4,000千円　(　4,000千円　)
　 ※うち3,700千円は、平成23年度から令和2年度までの分割納付分です。

(3)　減債基金に係る積立不足の有無及び不足額
なし

(4)　基金借入金（繰替運用）の内容
なし

(5)　地方交付税措置のある地方債
11,238,605千円
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(6)　将来負担に関する情報
標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,709,718千円
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　　　949,740千円
将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　18,283,373千円
充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,450,748千円
特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　279千円
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　　　 　11,238,605千円

7　追加情報（行政コスト計算書に係るもの）
(1)　基準変更による影響額の内訳

なし

8　追加情報（純資産変動計算書に係るもの）
(1)　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産形成分
　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）
　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

9　追加情報（資金収支計算書に係るもの）
(1)　基礎的財政収支

1,559千円

(2)　既存の決算情報との関連性
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収入（歳入）　　　　支出（歳出）
　歳入歳出決算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,844,749千円　　　10,428,876千円
　財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額　　　　　　　　―　　　　　　　　　―
　繰越金に伴う差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 405,975千円　　　　　　　　　―		
　資金収支計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,438,774千円　　　10,428,876千円		

　　歳入歳出決算書では、繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ
　相違します。

(3)　一時借入金
資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
　一時借入金の限度額　　　　500,000千円
　一時借入金に係る利子額　　　　　4千円

(4)　重要な非資金取引
なし
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